
人類の生産活動の主役が農業，工業，情報と変化すると
ともに，経済活動のメイン舞台も農地，工場からオフィスへ
と変化してきた。オートメーションはデジタル技術の支援を
受けて，ファクトリーオートメーション，オフィスオートメー
ションなどの形で上記の生産活動の各分野に導入され，労
働環境の改善や生産効率の向上に多大な貢献を果たして
きた。

20世紀の大量生産，大量消費文化の副作用としての地
球環境問題の深刻化を受けて，人類は次のパラダイムを
探ってきた。その結果として農業社会，工業社会，情報社
会の次に，持続可能な開発を目指す社会（以降，持続可能
社会）が位置づけられるに至った。本稿では，持続可能社
会に向けて，オートメーションの果たすべき役割やそれが
もたらす新しい価値創出について述べる。

持続可能社会における産業経済活動を支える原動力と
して，また産業経済が保全，育成すべき資本として次の6
つが指摘されている。

１　製造資本　　２　財務資本　　　　３　知的資本
４　人的資本　　５　社会関係資本　　６　自然資本

20世紀の企業経営は主として１の製造資本と2の財務資
本をベースに運営されてきた。したがって当時のオートメー
ションは，知的資本を活用した製造資本の効率化による財
務資本の増加を目指したイノベーションと位置づけられ，
この定義が現在も主流として残っている。

アズビルでは創業時から，オートメーション推進の目的
の中に，生産効率の向上だけでなく労働環境の改善がも
たらす労働者の福祉改善を掲げてきた。これは企業運営
で通例留意される前述の3つの資本に加えて，4の人的資
本に早くから着目していたということを意味する。オート
メーションによる価値創出を一層豊かにするもので高く評
価される姿勢である。近年社員のウェルネス重視は持続可
能社会における経営戦略の基本的事項となってきている
が，アズビルのこの面での実績は先導的である。

今回の特集のテーマは「新しい働き方を支援する“人を
中心としたオートメーション”」である。オートメーションに
対しては，作る人，働く人，使う人，メンテナンスする人，経
営者，自治体，コミュニティなど様々なプレイヤーが参加し
ている。したがって，「人」は「働く人」に限定せず幅広く位
置づけることが推奨される。オートメーションはこれらの幅
広いプレイヤーを組み込んでデザインされるべきであると
いう立場に立てば，オートメーションの構成要素に５の社

会関係資本も加わることになる。この立場に立てばオート
メーションの推進における社会貢献の視点が一層明確に
なる。

前述のように，現在の文明のパラダイムは持続可能な社
会を目指す運動であると位置づけられ，オートメーション
も当然このパラダイムを反映すべきである。したがって，
オートメーションを構成する要素に6の自然資本が加わる
のは当然のことになる。オートメーションはスタートの段階
から省エネルギー，省資源に貢献してきたが，持続可能社
会におけるオートメーションには，より幅広く外部不経済
の最小化を実現する枠組みを備えることが求められる。
このような動きを産業経済において具体化するグローバ
ルな枠組みとして，ESG（環境，社会，ガバナンス）やSDGs

（Sustainable Development Goals，持続可能な開発目
標）を指摘することができる。両者とも経済，社会，環境分
野への統合的な貢献を目標としており，金融分野，産業分
野の指導的理念となっている。今後のオートメーションは，
ESGやSDGsの運動を離れては存在しにくいということが
できる。

オートメーションは労働環境改善や経済成長等に多大な
貢献を果たしてきた。しかし持続可能性を追求する社会に
おいて，オートメーションは従来に勝る幅広い役割を果た
すことが求められている。現在進行中のニューノーマルへ
の移行に際しても，３密回避の計画等においてオートメー
ションの活躍に期待するところは多い。次世代のオートメー
ションは前述の１から６の資本の形成に貢献する姿勢を明
示的に示し，持続可能社会の構築に貢献できる構造を備
えたものにすべきである。次世代のオートメーションの先
導的理念がアズビルによって確立され，それらが実践に移
されることにより，経済・社会・環境の各分野における幅広
い貢献が実現されることを期待する次第である。
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